
6665
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１．特　別　職

期末手当 寒冷地 その他
（千円） 手　当 の手当

年間支給率
（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

その他の
特別職

計 12 216 216 216

前年度
その他の
特別職

計 12 216 216 216

比 較
その他の
特別職

計 0 0 0 0

計 合   計

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

給 与 費

区 分 職員数 報  酬 給  料 調整手当 共済費 備　　　考

長　等

議　員

12 216 216 216

長　等

議　員

12 216 216 216

長　等

議　員

0 0 0 0
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２．一　般　職

ア　常時勤務を要する職員

　（１）総　　括

区 分 報　　酬 給　　料 職員手当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

　

法定福利費
法定福利費
引　当　金
繰　入　額

1,029 73,678

-38

70,498

-3,180

給 与 費

本 年 度

前 年 度

比 較

職 員 数 合　　　計
備考

9 0 36,059 22,676 58,735 10,772 991

9 0 37,924 23,426 61,350 11,299

0 0 -1,865 -750 -2,615 -527

時 間 外 管理職

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務 単身赴任 及 び 休 夜間勤務 特別勤務 宿 日 直 管 理 職 期末手当 勤勉手当 賞　与 児童手当 その他

区　　分 手　　当 手　　当 日 勤 務 手　　当 手　　当 手    当 手    当 引当金

職員手当 手    当 繰入額

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

の 内 訳

※賞与引当金の目的使用による取崩について

0 -602 -293 -187 -280 0

0

618 0 -6 0 0 0 0 0 0

0 1,383 6,257 4,724 5,302 1,020

740 0

1,572 0 1,168 0 0 2,000 0 0

0 0 1,383 5,655 4,431 5,1150 1,162 0 0 2,000 0

前 年 度

比 較

本 年 度 2,190
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額
（千円） （千円）

給 料 -1,865 給与改定に伴う増減分 36 給与改定の状況（平成31年４月１日） 36 千円

-1865

実施時期 H31.4.1

普通昇給に伴う増加分 487 平均昇給率 487 千円

その他の増減分 -2,388 その他による増減 職員数の異動状況 0人
-2,388 千円 　他会計へ異動 -4人

　他会計から異動 4人

備 考

区　分

平　均
昇給率

1.014

給料表
改定率

実　質
改定率

区　分

行政職

1.001

1.001

行政職

区 分
増 減 事 由 別 内 訳

説 明
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増 減 額
（千円） （千円）

職 員 -750 その他の増減分 322 勤勉手当支給月数の改正 322 千円

手 当 -750

その他の増減分 -1,072 その他による増減 -1,072 千円

扶養手当 618 千円

通勤手当 -6 千円

期末手当 -602 千円

勤勉手当 -615 千円

賞与引当金繰入額 -187 千円

児童手当 -280 千円

説 明

支給月数

備 考

R2年度

1.85 1.90

区 分
増 減 事 由 別 内 訳

区　分 H31年度R1
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（３）給料及び職員手当の状況

　　ア．職員１人当たり給与

行 政 職 技 能 労 務 職 医 療 職

平 均 給 料 月 額 （円） 333,878

令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （円） 377,711

平 均 年 齢 （歳） 43.09

平 均 給 料 月 額 （円） 351,148

平成３１年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 （円） 389,324

平 均 年 齢 （歳） 46.07

　　　　（注）平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、時間外手当、宿日直手当及び児童手当等を除いたものである。

区 分
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　　イ．初　任　給

行政職 行政職 医療職 医療職 医療職 行政職 行政職 医療職 医療職 医療職

（一） （二） （一） （二） （三） （一） （二） （一） （二） （三）

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

334,100 210,500 334,100 210,500

医　師 薬剤師 医　師 薬剤師

182,200 188,400 212,600 182,200 188,400 212,600

薬剤師 保健師 薬剤師 保健師

177,400 200,700 177,400 200,700

技　師 保健師・看護師 技　師 保健師・看護師

令和２年４月１日現在 163,100 166,400 192,400 163,100 166,400 192,400

栄養士 看護師 栄養士 看護師

150,600 147,900 176,700 150,600 147,900 176,700

准看護師 准看護師

139,900 165,300 139,900 165,300

准看護師 准看護師

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

332,400 209,000 332,400 209,000

医　師 薬剤師 医　師 薬剤師

180,700 186,900 210,900 180,700 186,900 210,900

薬剤師 保健師 薬剤師 保健師

175,700 198,800 175,700 198,800

技　師 保健師・看護師 技　師 保健師・看護師

平成３１年４月１日現在 161,300 164,700 190,500 161,300 164,700 190,500

栄養士 看護師 栄養士 看護師

148,600 146,000 174,600 148,600 146,000 174,600

准看護師 准看護師

138,000 163,000 138,000 163,000

准看護師 准看護師

高 校 卒

中 学 卒

高 校 卒

中 学 卒

６ 年

大 学 卒

４ 年

３ 年

短 大 卒

２ 年

国 の 制 度

区 分

６ 年

大 学 卒

４ 年

３ 年

短 大 卒

２ 年
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　　ウ．級別職員数

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

１級 2 22.2 １級 １級

２級 ２級 ２級

３級 ３級 ３級

令和２年４月１日現在 ４級 3 33.3 ４級 ４級

５級 2 22.3 ５級

６級 1 11.1

７級 1 11.1

計 9 100.0 計 計

１級 1 11.1 １級 １級

２級 ２級 ２級

３級 ３級 ３級

平成３１年４月１日現在 ４級 3 33.3 ４級 ４級

５級 3 33.4 ５級

６級 1 11.1

７級 1 11.1

計 9 100.0 計 計

区 分
行　　政　　職　（一） 行　　政　　職　（二） 医　　　療　　　職　
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　（級 別 基 準 職 務 表）

区　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級

行 政 職 主事の職務 主任の職務

技能労務職

医療職（一） 技師の職務 医長の職務 部長の職務

医療職（二）

医療職（三）

部長の職務主査の職務 課長補佐の職務

医療機関の長の
職務

看護部長又は総
看護師長の職務

課長の職務

技術又は経験を
必要とする業務
を行う職務

高度の知識経験
を必要とする業
務を行う職務

特に高度の知識
経験を必要とす
る業務を行う職
務

(1)著しく高度の
知識経験を必要
とする業務を行
う職務
(2)看護師長の職
務

技術又は経験を
必要とする業務
を行う職務

著しく高度の知
識経験を必要と
する業務を行う
職務

運転手、用務
員、調理員、看
護助手、観光施
設員、環境施設
員、清掃作業
員、学校図書員
及び体育施設員
の職務

主任主査の職務

特に高度の知識
経験を必要とす
る業務を行う職
務

医療機関の副院
長(副所長を含
む。)の職務

高度の知識経験
を必要とする業
務を行う職務

(1)薬局の長の職
務
(2)技師長の職務

主任運転手、主
任用務員、主任
調理員、主任看
護助手、主任観
光施設員、主任
環境施設員、主
任清掃作業員、
主任学校図書員
及び主任体育施
設の職務

高度の経験を積
んだ主任の職務

主査の職務
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　　エ．昇給期間短縮

行政職（一） 行政職（二） 行政職（三）

9 9

３月（人）

６月（人）

９月（人）

１２月（人）

9 9

３月（人）

６月（人）

９月（人）

１２月（人）

前
　
年
　
度

職員数　　　　　　　（Ａ）（人）

昇給期間短縮に係る職員数
　　　　　　　　　　（Ｂ）（人）

昇給期間の短縮
月数別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

特別昇給に係る職員数　（人）

区分 合　計
代表的な職種

本
　
年
　
度

職員数　　　　　　　（Ａ）（人）

昇給期間短縮に係る職員数
　　　　　　　　　　（Ｂ）（人）

昇給期間の短縮
月数別内訳

比率（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

特別昇給に係る職員数　（人）
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　　オ．期末手当・勤勉手当

本 年 度 2.250 2.250 4.500 有

前 年 度 2.225 2.225 4.450 有

国 の 制 度 2.250 2.250 4.500 有

　　キ．その他の手当

区 分 国の制度との異同

扶 養 手 当 同　　　じ

住 居 手 当 同　　　じ

通 勤 手 当 一部異なる 　自動車等を使用することを常例とする職員の通勤距離及び支給額

差 異 の 内 容

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階・

職務の級等によ
る 加 算 措 置

備 考
６ 月（ 月 分 ） １２ 月（ 月 分 ） （ 月 分 ）

　カ．定年退職に係る退職手当

そ の 他 の

加 算 措 置 等

国 の 制 度

（支給率等）
24.586875 33.27075 47.70900 47.70900 なし

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.70900 47.70900 なし

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度

備 考
（ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ）
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